チャランケ通信　第４９号　201４年１月２６日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
東京都知事選挙の序盤戦、細川陣営に今ひとつ勢いがないようだ
東京都知事選挙が始まった。序盤の戦いの状況は、東京に住んでいない者にはなかなかわかりにくいのだが、２３日に上京した際に感じた限りでは細川元首相陣営の勢いはあまり感じられない。やはり、いまのところ舛添氏の方が強そうではある。共同通信が23~24日に電話による都民の世論調査を実施した結果を見ると、舛添氏が先行し細川氏と宇都宮氏が追う展開になっていると報道されている。争点として都民の関心の高いのは、トップが少子高齢化や福祉で26,8%、次いで景気や雇用23,0%、原発・エネルギーは第3位で18,5%にすぎない。今後どのように展開していくのか、17日間という長丁場だけに予断を許さないのだが、舛添氏の方が有利に展開していることは間違いない。投票率があまり上がらないようだと、ますます舛添陣営の方に分がありそうだ。小泉元総理の応援がどう展開され、有権者の関心をどう引き付けていけるのか、注目していきたい。
ダボスでの安倍総理の発言、世界の会議参加者に衝撃が
日中の武力衝突の可能性、第一次大戦の英独関係になぞらえる
ダボスでの安倍総理の発言が、国際社会で大きな問題となっている。ダボスでの基調演説の前に開催された主要メディア幹部ら約30人に限定した会合で、日中の武力衝突の可能性を問う質問に対して、「今年は第一次世界大戦から100年目だ。イギリスもドイツも経済的な依存度が高く、最大の貿易相手国だったが、戦争が起こった」と、現在の日中関係を第一次世界大戦善の英独関係になぞらえたことが、ダボス会議参加者たちに衝撃を持って受け止められたのだ。海外メディアを中心に、安倍総理の基調講演のメーンであったアベノミクスよりも、日中韓の関係悪化問題に焦点が当てられ、日中の偶発的衝突を懸念する声が高まったようだ。ダボスへの出席は、どうやら裏目に出たようだ。
国際社会で孤立を深める安倍総理、靖国参拝に続く汚点
直ちに菅官房長官は、記者会見で首相発言の真意を紹介し、「第一次世界大戦のようなことにしてはならないという意味で言った」と釈明したのだが、世界の国々に対して靖国神社の参拝に続いて大きな汚点を残してしまったようだ。前号で指摘したように、正しい歴史認識をもっていないのではないかと疑われた安倍総理にとって、今回の一件も加わることにより一層厳しい見方が強まるわけで、日本の国際社会での立場はますます悪くなっているように思われる。
ダボス会議で異次元の税制措置断行=法人税率の引き下げを表明
それにしても、最近一番驚いたことは安倍総理の基調講演の中で、「本年、更なる法人税改革に着手する」「国際相場に照らして競争的なものにしなければならない」と明言し、さらに脱デフレに向け企業減税が賃上げや設備投資に波及するよう「異次元の税制措置を断行する」と発言されたことであろう。
具体的には、1月20日に開催された経済財政諮問会議で、法人税率を35%から25%へと10%下げる方針が提起され、さすがの麻生財務大臣も10%で5兆円もの減税財源をどのようにつくるのか、ととても実現できないと批判されていた代物である。にもかかわらず、ダボスの会議で安倍総理の口から法人税改革が言及されたわけで、事実上の国際公約にされてしまったのだ。野党側は今後の国会での予算委員会などの場で、その点をしっかりと追及していく必要があろう。
本来は、この分野についてはかねてから小生の持論である「法人税率の引き下げ競争を止め、先進国は強調していくべきではないか」を提起すべき時である。グローバリズムの流れにそのまま乗ればよいものではなく、国民の生活と権利を守るべく、世界の流れを大きく変えていくべき課題の一つではなかろうか。
中国のGDP約1,000兆円へ、日本の２倍とは驚きだ
ちょっと話は逸れるのだが、中国の2013年のGDPの規模が公表され、なんと56兆8845億元で日本円に換算して約980兆円になったという。もっとも、中国のGDP統計はあてにはならない、と李克強首相が発言されていたわけで、それほど問題にすべきことではないのかもしれない。だが、日本のGDPの規模を抜いたとされたのが2010年だったのに、あれから3年で倍近く離され、今やアメリカに追いつくのも時間の問題になろうとしている。もちろん、人口が14億人を超すわけで、一人当たりGDPに直すとまだまだ日本の方が大きいことは言うまでもないのだが、その経済規模の大きさには率直に言って圧倒される。軍事費の伸びもそれに応じて拡大しているわけで、ますます中国脅威論がはびこりそうだ。他方、経済規模が大きくなってさらに成長していけば、日中の経済関係はますます重要になってくるわけで、安倍内閣の間違った外交姿勢を変えていくことこそが、日本経済の発展のためにも必要になっているといえよう。
新しいNHK籾井会長の記者会見、公共放送の独立性はどこへ
それにしても、NHKの籾井新会長の記者会見には驚かされる。朝日新聞はその詳細な内容をしっかりと報道しており、領土問題や従軍慰安婦問題、さらには靖国神社参拝問題など、センシティブな問題について安倍総理が任命したことがよくわかるような内容であり、これでは公共放送の独立性が果たして担保できるのかどうか、まことに問題発言が繰り広げられている。報道によれば、内閣の大臣からも厳しい批判が出たり、与党の幹部からも問題が指摘されているという。やはり、辞任してもらう以外に信頼を勝ち得ることはできないのではなかろうか。当面は、今後の国会での論議を注目したい。
　シリーズ消費税論議の顚末(その4)
    菅総理の誕生と消費増税の戦略・戦術の開陳
前号では、菅財務大臣がイカルイットのG7財務大臣・中央銀行総裁会議に初出席し、ＥＵとりわけギリシアの財政危機を知るにつけ、日本の財政は大丈夫なのか、と危機感を募らせ消費税の引き上げへと舵を切り始めたことを取り上げた。今回は、鳩山総理が退陣され、次の総理大臣の選挙となり菅財務大臣が樽床議事運営委員長を破って代表に選出され、6月8日菅内閣が発足する。菅内閣が直面した最初の国政選挙が参議院議員選挙であった。当時参議院では民主党単独では過半数を制しておらず、社民党（組閣までに、すでに連立から離脱）と国民新党の連立で持って辛うじて過半数を保っていた。それゆえ、この参議院選挙で単独過半数を確保することの重要性は何にもまして重大で、菅政権に託された一番大きな課題でもあった。
「カンジアン」に自信を持たれていた菅財務大臣
ところが、菅政権が参議院選挙向けのマニフェストを発表し、消費税率の引き上げに言及した菅総理の記者会見から暗転が始まる。その過程について触れる前に、菅財務大臣時代に政務三役会議や財務省の幹部も入っての勉強会などで展開された経済政策についての議論がある。いわゆる「カンジアン」と呼ばれているもので、この考え方を展開していけば消費増税も乗り切れるのではないかと考えておられたのではないか、と想像している。「カンジアン」とは、菅とケインズ政策の合成語でマスコミが創ったネーミングである。では、「カンジアン」なるものはどんなものなのか、
1 デフレとは、貨幣を選好するためにカネが動かない。貯蓄へとカネが動く
2 他方で、需要不足で仕事が無い企業等が多数存在する
3 そこで、政府が動かないカネを税や社会保険料で徴収する
4 政府は、徴収した金で需要が確実に見込まれる分野（例えば介護や子育てなど）に投入する。
5 雇用が生み出されることによって、景気も上向き法人税や所得税の増収につながり、やがてデフレからの脱却へ
　概略このような考え方で、菅総理と同じ東京工業大学を卒業した異色のエコノミスト大阪大学教授小野善康氏の考え方が色濃く反映されていた。言うまでもなく、菅総理と小野教授は旧知の間柄で、その後菅内閣の下で、小野教授は内閣府の経済社会総合研究所の所長に就任されている。
　日銀白川総裁に「景気にプラスになる増税」を説いた菅蔵相
こうした考え方については財務省の政務三役会議などの場でもかなりの時間をかけて論議がされ、菅財務大臣はこの考え方に自信を持っておられたように思われる。さらに、私に対して、「峰崎副大臣は、この分野の専門家（？）でもあるわけで、何か良い考え方があれば教えて欲しい」との要望も受けていた。そこで、慶応大学の権丈善一教授の著作である『再分配政策の政治経済学』シリーズや、社会保障を通じて経済成長を進めることの重要性を指摘されている論文をお渡ししてきた。どうやら、菅財務大臣は日銀の白川総裁などにも「カンジアン」の考え方をぶつけておられたようで、清水真人氏の著作『消費税』にも「白川に『景気にプラスになる増税』論を吹っ掛け、困らせた」（１４４ページ）とある。
この点について、財務副大臣を終えて内閣官房参与時代に日銀の関係者から、税を上げれば景気には悪い影響が出ることは間違いないですよ、と小生に「忠告」（！？）してくださる方があり、日銀首脳部の中では菅総理や小生などは「とんでもないことを主張する」と思われていたのではなかろうか。
「カンジアン」こそ、民主党内で論議しておくべき論点だった
この「カンジアン」なる考え方について、もっと党内的な論議を十分に戦わせておくべき論点の一つであったことは間違いない。というのも、菅内閣から野田内閣で消費増税を打ち出す時に、民主党内から湧き上った反対論の中で一番数多く指摘されたのが「景気が悪い時に消費税を引き上げるバカはいない」「デフレが継続しているのに消費税を引き上げるべきではない」といった点であり、まさに「カンジアン」なるもので、党内の意思統一ができていなかったことが露呈するのである。
政府税調の専門家委員会を使って消費増税論議の導入を狙う
もう一つの消費税の引き上げに関して、「なぜ、いま、消費税なのか」、という点に関してである。この点について、政府税制調査会の下に作られた専門家委員会を、消費税の引き上げが重要であることの理論的な根拠づくりの場として活用されたことであろう。言うまでもなく、鳩山政権は「４年間は消費税を上げない」とされていたのであり、消費税引き上げの論議すらタブー視されていた頃である。そこで菅財務大臣は、この専門家委員会を使って消費税の引き上げが必要であることを明示してもらおうとされたのである。
この点については、税担当の副大臣であった小生との打ち合わせなどの場で明確に提起されたのであるが、伊藤裕香子著『消費税日記』のなかで、菅財務大臣と専門家委員会委員長の神野直彦東大名誉教授との生々しいやり取りが紹介されている。それは、カナダのイカルイットから帰国した後、多分２月１２日の事だと思われる。
　「菅は、副総理室に呼んだ東京大学名誉教授の神野直彦に、はっきりと言う。
　『消費税の増税は、自分が決めたい』
　　財務相である菅が会長を務める政府税制調査会のもとで専門家委員会の委員長を任されていた神野は、思わず『昨年（２００９年）の衆院選挙では、《４年間の任期中は消費税の増税の必要はない》と言っていたのに、いいのですか？』と尋ねた。部屋は、菅、神野と政務秘書しかいない。菅は『自分が判断する』と答えた。神野は『専門家委員会から、先ずその方向性を出します。もう少し待っていただきたい』と、何とか菅を了承させた」（２９～３０ページ）
その後、神野委員長の下で専門家委員会は急ピッチで論議をすすめ、５月連休上げには中間的な報告書ができるところまでになった。多分、その頃のことだと思われるのだが、先の引用の後には次の記述がある。
　「だが、菅の勢いは止まらなかった。五月の大型連休明けに、神野が『消　
費税の方針は、参院選が終わってからでいいのでは』と言っても、『できれば、来年から（増税を）やりたい。財政赤字は放っておけば、この先どうなるかわからない』と言い張った。神野はさらに『決めた以上は、後戻りはできませんが』と繰り返したが、応じない。」（３０ページ）
この段階では、すでに来年度にも増税法案を出そうという腹を固めていることが伺われる。
民主党内の「国家財政を考える会」に100名超の国会議員参加
後の記者会見などで明確になってくるのだが、このような強気になってくる背景にはもう一つの政治的な動きが顕在化してくる。それは、菅内閣が誕生した際に、内閣府特命担当大臣兼民主党政策調査会長という重要な任務を任されることになる玄葉光一郎代議士を中心とした動きである。それは、『国家財政を考える会』を新たに組織し、次の総選挙までに消費税の引き上げを含む税制の抜本改革の道筋をつけるよう、その会への参加を民主党の国会議員に訴えたのである。５月の連休明けにはその発会式があり、現役の国会議員が１００名以上集まったのである。
菅財務大臣と玄葉光一郎氏がどのような打ち合わせをされていたのかは不明なのだが、菅財務大臣と財務省を担当する衆議院の財務金融委員会委員長である玄葉氏との間で、消費税の引き上げが必要であるという認識を共有して、民主党国会議員の組織化に着手され、その結果１００名以上の参加者がいたという事実に菅財務大臣は勇気づけられたと想像するに難くない。同じように、消費税の引き上げが避けられない、と言うことを強く主張され始めた参議院側の政治家には、後に復興担当大臣になられた平野達男氏がおられる。本来では、こうした動きが強められ、党内外でのしっかりとした論議が広がることこそが求められていたのではなかろうか。
菅総理、消費増税に向けマニフェスト発表記者会見へ
　自民党の10%引き上げを参考にする意向表明へ
かくして、鳩山総理が退陣され次の総理を選ぶ代表選挙が国会議員だけの選挙戦に突入した。その結果、菅氏が樽床氏を破って第94代の内閣総理大臣に指名され、菅政権が発足する。６月８日の事である。参議院選挙直前の総理大臣の交代であり、内閣支持率も大きく反転し国民の期待が一時的にせよ高まったことを示している。さて、その参議院選挙に向けたマニフェスト発表の記者会見が６月１７日に行われ、消費税の引き上げとともに、１０％と言う自民党案を参考にされることに言及されたのだが、その前日１６日に、われわれ財務省の政務三役は翌日の菅総理の発言内容を聞かされたこととなる。その模様は、私自身の手帳にメモを取っており、これはまた歴史的な戦いになりそうだ、と予感するとともに、余りにも戦術的な対応に大いなる不安を感ぜざるを得なかった次第である。そのメモによれば、
　６月１６日　午後１６時　財務大臣室
　　菅―――野田会談（１１時３０～５０分）の野田大臣報告
　・マニフェストに消費税について明記する
　・できるだけ早期に
　・自民案についても触れる（？）（税率も）
　・平成２４年度予算には消費増税を入れる
　・逆進性対策、番号の検討を
　・税調はスピーディー・粛々と
もし自民党が載ってこないなら、民主党単独ででも提起、総選挙の争点にしてでも実現をめざしたいという思いを野田財務大臣に伝えられた。
まことに勇ましく、そのまま行けば歴史に名を残す名宰相間違いないと思われるような気概だったようだ。(つづく)
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